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平成２７年度第１４５回奈良市国民健康保険運営協議会会議録 

開催日時 平成２７年８月２０日（木）午後３時から午後４時３０分まで 

開催場所 奈良市役所北棟６階第２２会議室 

議  題 

１ 「奈良市国民健康保険運営協議会会長の選出」 について 

２ 「奈良市国民健康保険運営協議会会長職務代行者の選出」につい

て 

３ 「平成２６年奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（案）」

について 

４ 「その他」について 

出 席 者 

委 員 

（被保険者代表） 

足立委員、中嶋委員、廣岡委員、藤次委員、山口委員、 

吉田委員 

（保険医又は保険薬剤師代表） 

岩佐委員、国分委員、小西委員、谷掛委員、細田委員、 

森委員 

（公益代表） 

青木委員（職務代行者）、上野委員、志茂委員、 

新谷委員（会長）、辻中委員、西谷委員 

（被用者保険代表） 

穴吹委員、河田委員 

【計２０人出席】 

事務局 
堀川部長、米浪室長、福井課長、稲垣課長補佐、児島係長、

西本係員 

開催形態 公開（傍聴人１人） 

決定事項 特になし 

担 当 課 保健福祉部 保険医療室 国保年金課 

議事の内容 

１「奈良市国民健康保険運営協議会会長の選出」について 

  奈良市国民健康保険運営協議会会長を選出 

２「奈良市国民健康保険運営協議会会長職務代行者の選出」について 

奈良市国民健康保険運営協議会会長職務代行者を選出 

３「平成２６年度奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（案）」について 

  平成２６年度奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算（案）の内容を報告 
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４「その他」について 

  特定健康診査事業【資料９、１０、１１】について報告及びＤＶ事案に係る 

 国民健康保険の取り扱いについて説明 

〔質疑・意見〕 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

事務局 

 

副市長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 皆様、出席、ありがとうございます。 

 この国民健康保険運営協議会は、国民健康保険法第１１条「国民健

康保険の運営に関する重要事項を審議するため、市町村に国民健康保

険運営協議会を置く。」を根拠として設置されている。 

また、国民健康保険法施行令第３条、第４条、第５条に、各委員の

数や任期等が規定されており、それに準じて構成している。 

まず初めに、奈良市国民健康保険規則第２条、「奈良市国民健康保

険運営協議会の委員は、市長が委嘱する。」より、今回から新委員の

皆様に、委嘱状の交付。 

任期は国民健康保険法施行令第４条により２年。新委員の任期は、

平成２７年８月１日から平成２９年７月３１日。 

なお、市長公務のため、向井副市長が、委嘱状の交付を行う。 

 

引き続き、向井副市長から挨拶。 

 

皆様には、奈良市国民健康保険運営協議会の委員に就任を賜り、あ

りがとうございます。 

私は、市民生活部長として国民健康保険事業を３年間担当した。 

何人かの委員の皆様には、その時に大変お世話になった。今後もよ

ろしくお願いする。 

国民健康保険は、日本の国民皆保険制度を支える医療保険の中核、

根幹である。いろいろな共済制度、社会保険制度からもれた人たちを

最終的に救うのが、この国民健康保険制度であると思う。住民、市民

の健康を守る重要な役割を担ってきた。 

しかしながら、全国的には、国保の財政運営は依然として厳しく、

急速に進む少子高齢化、それに伴う医療費の増加、労働者の非正規雇

用化など、国保に加入されている方々の所得が低く、経済的に不安定

であるなどの構造的な問題を抱えている。 

政府は、その問題を解消するため、スケールメリットということで、

以前から広域化を考えていた。平成３０年度から、都道府県が国保財

政の運営責任を持ち、中心的な役割を果たすこととし、全国の国保の

都道府県の単一化を進めている。昭和３６年度に国民皆保険制度が達

成されて以来、最大の改革である。 

しかし、市町村には、以前として、保険料の賦課・徴収、資格管理、
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事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

前会長 

保険給付の決定などの機能は残る予定である。 

ただ、保険料率をどのようにするのか、統一するのか、法定外の繰

入れをどうするのかなど、まだ決まっていないことがある。 

奈良県下では、各市町村の代表が協議を重ねている状況だ。奈良市

からも課長が出席し、いろいろな課題を協議している。 

本日の協議会では、平成２６年度の奈良市国民健康保険特別会計の

決算案について審議する。平成２２年度の決算以来、平成２６年度ま

で、過去５年間黒字決算となり、健全財政をかろうじて維持している。 

しかしながら、医療費の増加などにより、２６年度の決算案では、

３億２千万円の国民健康保険の財政調整基金を取り崩して決算する

こととなった。そのため、収支差引額は約４千万円の黒字となったが、

赤字基調は以前より増大している。 

本来は、赤字基調が続くと保険料率の改定を視野に入れるが、本市

では、保険料収納率の更なる向上と、国庫の国保に対する財政支援拡

充策の導入によって、本年度も保険料率の改定はしていない。 

 しかしながら、現在の医療費の推移、増加をみると、平成２７年度

の国保財政運営も予断を許さない状況だ。国保の安定的な運営のため

には、職員の不断の努力が求められており、今後とも、適正な保険料

の賦課と、適正な医療費の支出を図って、健全な国保制度の維持運営

を図っていく必要がある。 

 この協議会は、奈良市の中でも非常に歴史のある協議会で、第１４

５回目である。忌憚のない意見をお願いする。 

 

 向井副市長は、公務のため、退席。 

 本日の運営協議会は、新委員の皆様の最初の協議会であり、司会か

ら各委員の皆様を紹介する。 

 奈良市国民健康保険運営協議会の委員の定数は、奈良市国民健康保

険条例第２条により「被保険者を代表する委員」６名、「保険医又は

保険薬剤師を代表する委員」６名、「被用者保険等保険者を代表する

委員」２名となっている。 

 

第１４５回奈良市国民健康保険運営協議会の議事に入る。 

本日の案件について、奈良市国民健康保険規則第６条「会長の任期

は、委員の任期による。ただし、後任者が選出されるまでの間は、そ

の職務を行うことを妨げない。」に基づき、新委員による新会長が決

まるまでは、前会長に議事進行をお願いする。新谷前会長、会長席へ。 

 

本協議会は、奈良市国民健康保険運営協議会委員２０名中、現在、
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事務局 

 

前会長 

 

 

 

全委員 

 

前会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

前会長 

 

全委員 

 

前会長 

 

 

 

 

 

全委員 

 

前会長 

 

２０名の委員全員の出席をいただき、奈良市国民健康保険規則第４条

の規定による定足数を満たしており成立する。 

本会議は、公開要領に基づき、原則公開となっているため、傍聴人

の定員を定める。傍聴人はいるか。 

 

現在一人の方が傍聴を希望している。 

 

奈良市国民健康保険運営協議会の会議の公開に関する要領第４条

第３項の傍聴人の定員は、協議会で決定する。 

本日の会場では、５名程度が適当と思うが、いかがか。 

 

異議なし。 

 

１名ということで、入室をお願いする。 

傍聴人は、傍聴券の裏面の事項に違反しないよう注意し、渡した「議

案」は、協議会終了後、退出の際返却をお願いする。 

 

議案第１号「奈良市国民健康保険運営協議会会長の選出」について。

会長は、国民健康保険法施行令第５条の規定により、「協議会に、会

長１人を置き、公益を代表する委員のうちから、全委員が選挙する。」

とあるが、会長の選出方法について、どうするか。 

 

前会長に一任します。 

 

一任との声があった。異議はあるか。 

 

異議なし。 

 

異議なしとの声があったので、選出方法について説明する。 

会長は「公益を代表する委員」のうちから選出することになってい

る。「公益を代表する委員」からの「自薦」、もしくは、他の代表区分

の委員の方からの「推薦」により、新会長を決めたい。 

このように取りはかりたいが、いかがか。 

 

異議なし。 

 

それでは、新会長の「選出方法」について、どなたか、「公益委員」

の中から自薦の方、また、他の区分の委員の方からの推薦はあるか。 
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委員 

 

 

前会長 

 

 

 

 

全委員 

 

新会長 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

委員 

 

会長 

 

 

 

 

過去２年間、運営協議会をスムーズに運営してこられた実績を配慮

し、前会長に引き続いて会長をお願いしたい。 

 

他の委員の方の意見はあるか。 

私が、新会長との推薦をいただいた。 

他に意見がないようなので、引き続き、会長職を引き受けさせてい

ただく。異議はあるか。 

 

異議なし。 

 

皆様の賛同により、引き続き会長職を引き受ける。一言、挨拶させ

てもらう。 

奈良市国民健康保険運営協議会の会長に推挙いただき、誠にありが

とうございます。 

平成２３年８月１日から、国保運営協議会の公益委員となり、また、

平成２５年８月１日からは２年間の会長職を務めた。 

今回、再び会長職を務めることになり、身の引き締まる思いだ。 

微力ながら、奈良市の適正な国民健康保険の運営に貢献したい。 

この国民健康保険制度は、低所得者・退職者・無職の方々の増加と

いう構造的な問題を含んでおり、全国的に財政運営に苦慮している。 

また、平成３０年度からの国保の都道府県単位化についても、国に

おいて決定がなされ、国保の構造的な問題を解決し、安定的な財政基

盤の構築に向けて、今後、全国的に大きく進んでいく。 

奈良市国保の財政をあずかる事務当局には、今後も適正な事務執行

をお願いするとともに、国保運営協議会委員の皆様の理解なくして

は、健全な国保運営は成り立たない。 

本日審議するのは、「平成２６年度の国民健康保険特別会計歳入歳

出決算（案）」等である。忌憚のない意見をお願いする。 

引き続き、議案第２号「奈良市国民健康保険運営協議会会長職務代

行者の選出」について、どうするか。 

 

会長一任 

 

会長一任との声があがったので、私から、会長職務代行者を指名す

る。会長職務代行者は、引き続いて、青木委員にお願いする。 

次に、会議録署名人について。会議録署名人は、委員名簿の最初の

の「足立委員」にお願いする。 



6 

 

 

 

 

事務局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

それでは、議案第３号「平成２６年度奈良市国民健康保険特別会計

歳入歳出決算（案）」について、事務局より説明。 

 

議案第３号「平成２６年度奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決

算（案）」について報告する。 

議案書第１ページ、議案第３号「平成２６年度奈良市国民健康保険

特別会計歳入歳出決算（案）」について。 

会計期間は、平成２６年４月１日から平成２７年３月３１日までの

１年間及び４月・５月の出納整理期間。 

決算（案）としているのは、来る平成２７年９月議会において、議

会承認が必要となるので、それまでは案を付けている。 

表の説明に入る。 

表の左側が歳入、右側が歳出である。 

左から、歳入及び歳出の科目、次に、平成２６年度現計予算額、次

に、平成２６年度決算額（案）、次に、差引額、最後に、平成２５年

度決算額となっている。 

 

歳入科目１番、国民健康保険料について。   

平成２６年度、現計予算額８６億５９万４千円に対し、決算額、８

２億３０２２万５３８５円となり、対予算額との差引額は、マイナス

３億７０３６万８６１５円となった。平成２５年度の決算額と比較す

ると、２億円余りの減収。 

調定額も同じく２億円余りの減額で、国保加入者の所得は、依然と

して増加要因にはならず、加入者の所得の減少が続き、国保料の調定

額も減少しており、実収入額も比例して、減少している。 

しかしながら、収納率は、平成２６年度決算額では、９０．４８％

となり、平成２５年度の８９．６１％と比較すると０．８７％の伸び

となり、奈良市国民健康保険では、国保始まって以来初めて９０％の

大台に乗った。 

平成２０年度に医療保険の大改正があり、７５歳以上の後期高齢者

医療制度が創設され、その際の収納率は８５％台であった。その後、

毎年、約１％ずつ上昇しており、平成２６年度年度決算では、過去最

高となった。 

国民健康保険料は、所得などの負担能力に応じて賦課される所得

割、１人いくらと決まっている均等割、１世帯いくらと決まっている

平等割の総合計をもって、１年間の保険料としている。 

保険料の収納対策としては、収納嘱託員の有効活用、短期の被保険

者証による折衝機会の確保、社会保険に入っている人に確実に脱退し
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てもらい二重加入にならないよう資格の適正化を図ること等の取り

組みを実施し、今後も収納率の向上を図っていく。 

 

引き続き、２番、国庫支出金について。 

平成２６年度現計予算額、８４億５７７０万７千円に対し、平成２

６年度決算額８６億２６２１万３６１円、差引額１億６８５０万３３

６１円である。平成２５年度決算額８４億円と比較すると、平成２６

年度は約１億６千万円の増加となっており、国が全国の国保会計の赤

字体質を考慮し、支援拡大を進めているため、増加となった。 

国庫支出金は、歳出の保険給付費の一定割合に応じて負担される経

費である療養給付費負担金３２％補助と、調整交付金９％補助の部分

の合計である。 

 

次に、３番、療養給付費交付金について。 

平成２６年度現計予算額１２億７６２７万４千円に対し、平成２６

年度決算額１１億２０５９万１９３８円となった。差引額はマイナス

１億５５６８万２０６２円。 

これは、退職者の医療費に対して社会保険診療報酬支払基金から支

払われるもので、現役の時は社会保険、退職後に国保に入った場合、

その医療費の補填として、国保を除く全社会保険から負担される経費

である。 

 

次に、４番、前期高齢者交付金について。 

平成２６年度現計予算額１０５億５千万円に対し、平成２６年度決

算額１０５億１８５６万２８４２円となり、差引額はマイナス３１４

３万７１５８円。平成２５年度決算額は１０１億円であり、平成２６

年度の１０５億円と比較すると約４億円の増加となった。 

６５歳以上７５歳未満を前期高齢者というが、この前期高齢者の

方々の医療費の財源は、国庫ではない。すべての医療の保険者、すな

わち全国健康保険協会、健康保険組合、共済組合、国民健康保険が、

前期高齢者の加入率を出して、全国平均とその医療保険の加入率を比

較して、比率に応じて、社会保険診療報酬支払基金に払い込んだ納付

金を原資としている。 

この資金は、支払基金でプールされ、医療保険者の６５歳以上７５

歳未満の医療費の財源として交付される。 

主に、６５歳以上７５歳未満の加入者が多い、市町村の国民健康保

険に交付金として交付される。 

奈良市の平成２６年度末の高齢化率は、平成２６年度末の国保加入
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者９１，３１７人に対し、前期高齢者の数は３６，３９５人で、加入

比率は、３９、８％となる。実に、奈良市国保では、加入者の約４割

が６５歳以上となっている。 

医療費の割合では、平成２６年度全体の費用額は２８９億円である

が、その内、前期高齢者の医療費は１８０億円で、その占める割合は、

６２％となる。奈良市の国民健康保険では、６５歳以上の方が、全費

用額の６割を使っている。 

 

次に、５番、県支出金について。 

平成２６年度現計予算額１９億１６９万円に対し、平成２６年度決

算額１９億７３１３万１３４円で、差引額は、７１４４万１３４円で

ある。平成２５年度の決算額１９億円と比較すると、約７千万円の増

加となった。県支出金も、国庫支出金に連動して、財政調整の結果と

して、増額となった。 

 

次に、６番、共同事業交付金について。 

平成２６年度現計予算額４１億３９６４万円に対し、平成２６年度

決算額４０億６６９６万７１６６円となり、差引額はマイナス７２６

７万円となる。平成２５年度決算額３８億７１００万円と比較する

と、約２億円の増加となった。 

国保の共同事業とは、各都道府県の国民健康保険団体連合会が実施

しており、奈良県内のすべての３９市町村が、被保険者数の割合と医

療費の割合によって、連合会へ負担金いわゆる共同事業の保険料を払

い込む。 

医療技術の高度化、医療供給体制の整備充実等に伴い、高額な医療

費の発生が年々増加し、一時的に高額な医療費が発生した場合は、財

政規模の小さな町村は、医療費を支払うことができなくなる恐れがあ

り、財政運営が不安定となる。そこで、国民健康保険における共同事

業は、このような高額な医療費の発生による支払の影響を緩和するた

め、創設された。この共同事業交付金は、高額な医療費について、保

険者が支出をしなければならない場合、共同事業の保険料をプールし

て、各市町村へ交付金として補填することにより、安定的に、医療費

の支払いができるようにした都道府県単位の再保険事業となってい

る。 

 

次に、歳入、７番、繰入金について。 

平成２６年度現計予算額２８億７１７４万８千円に対し、平成２６

年度決算額２５億６７６１万８８２０円となり、差引額はマイナス７
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２６７万円となる。 

平成２５年度決算額２１億８１０万円と比較すると、平成２６年度

は、約４億６０００万円の増加。 

繰入金の内訳として、保険基盤安定繰入金などがあり、低所得者対

策として、保険料が軽減されているが、その軽減分が、一般会計から

繰入れられる。奈良市国保財政安定化のため、平成２５年度より一般

会計からの繰入金を増やして、安定化を図った。 

 

次に、歳入８番、繰越金について。 

平成２６年度現計予算額は１３６９万７千円で、平成２６年度決算

額は１３６９万７８６９円となった。これは、平成２５年度の決算で、

剰余金となった額を平成２６年度に繰り越した分となる。 

 

次に、歳入の最後、９番、諸収入について。 

平成２６年度現計予算額３７１８万１千円に対し、平成２６年度決

算額６４９０万８８９２円となり、差引額は２７７２万７８９２円の

増となる。諸収入は、恒常的な収入ではなく、臨時的な収入を受ける

科目である。 

 

以上、歳入総計は、平成２６年度の歳入予算現計３７８億４８５３

万１千円に対し、平成２６年度決算額は、３７１億８１９１万３４０

７円となり、対予算差引額は、マイナス６億６６６１万７５９３円と

なる。平成２５年度の決算額３６３億７５９６万４４１３円に対し、

平成２６年度の決算額は、８億円の増額となっている。 

議案書第１ページの右側、歳出の説明に移る。 

歳出の１番、総務費について。 

平成２６年度現計予算額３億３８１６万２千円に対し、平成２６年

度決算額３億２５７３万３９２円となり、差引額では、１２４３万円

の予算残額となる。 

平成２５年度決算額３億２７４８万円に対し、平成２６年度は、１

７００万円あまりの事務費削減をした。 

 

次に、歳出、２番、保険給付費について。 

平成２６年度現計予算額２５６億５８４９万８千円に対し、平成２

６年度決算額２５２億２９６３万２９６９円となり、差引額は、４億

２８８６万円の予算残額となる。 

平成２５年度の決算額は２４５億１１２２万円で、平成２６年度

は、対前年度７億２０００万円の増加。率にすると、平成２６年度は、
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平成２５年度と比較して２．９３％の増加となっており、依然として

高い伸び率を示している。 

予算は、国の概算要求は２％の増とみていた。医療保険は、かかっ

た医療費の７割を支払うことが一番重要な項目である。 

医療費の増加は、国保被保険者の高齢化と、医療の高度化による要

因などが影響している。医療保険制度は、この経費の支払いが滞りな

くできるかどうかである。 

平成２６年度は、この医療費を支払うために、国費と一般会計繰入

金の増加で凌いだ。 

 

次に、歳出、３番、老人保健拠出金について。 

平成２６年度現計予算額１３０万円、平成２６年度決算額１７万２

６４３円である。老人保健制度は、平成２０年度に廃止されており、

これは旧老人保健法の精算分である。 

 

次に、歳出、４番、後期高齢者支援金等について。 

平成２６年度現計予算額４９億５０５０万円、平成２６年度決算額

４８億６４７１万３０５９円で、差引額８５７８万６９４円となる。 

後期高齢者支援金は、後期高齢者医療制度の経費のうち、社会保険

等で賄うべき医療費の財源として支援するもので、全ての国民健康保

険や社会保険が、その加入者数に応じて拠出する制度である。 

医療保険では、世代間の負担の公平を維持するため、全ての医療保

険者が、「後期高齢者医療制度」を支援するために、制度間を超えて

負担するものである。 

国民健康保険料の区分の中に「後期高齢者支援金分保険料」があり、

これが後期高齢者支援金の財源となる。 

 

次に、歳出、５番、前期高齢者納付金等について。 

平成２６年度現計予算額７５０万円に対し、平成２６年度決算額３

８３万６４４１円となり、差引額は３６６万３５５９円。 

６５歳以上７５歳未満の被保険者の医療費は、国庫などの公費が補

填されない。その医療費の財源として、国保や社会保険から社会保険

診療報酬支払基金に払い込む納付金を前期高齢者納付金という。 

納付金は、社会保険診療報酬支払基金にプールされ、主に、国民健

康保険などの医療保険者に対して、前期高齢者の費用として、被保険

者数に応じて、前期高齢者交付金として払い込まれる制度で、前期高

齢者財政調整制度という。 
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次に、歳出、６番、介護納付金について。 

平成２６年度現計予算額２０億２０００万円で、平成２６年度決算

額２０億１４１２万５５８１円、差引額は５８７万４４１９円。介護

納付金の額は、厚生労働省から示される一定の係数によって見積も

る。 

介護保険制度は、平成１２年４月から実施され、財源としては、４

０歳以上６５歳未満の国保の被保険者、介護第２号被保険者が払う国

民健康保険料の区分のうち、介護分保険料として収納した分を、この

介護納付金に充てる。 

 

次に、歳出、７番、共同事業拠出金について。 

平成２６年度現計予算額４１億３９６７万円で、平成２６年度決算

額４０億６５９７万２１５３円で、差引額７３６９万７８４７円。 

歳入の共同事業で、都道府県単位で行われる共同事業に拠出する保

険料に当たる。 

小さな財政規模の医療保険者は、突発的で高額な医療が発生する

と、支払う財源がなく、財政破綻をきたしてしまう。国保連合会にお

金をプールし、突発的な医療が発生した場合には、歳入の共同事業交

付金として市町村に必要な経費が交付される事業で、これはその再保

険料にあたる経費となる。 

 

次に、歳出、８番、保健事業費について。 

平成２６年度現計予算額３億１０７７万円、平成２６年度決算額２

億４７０１万１９３８円となり、差引額は、６３００万円あまりとな

る。 

平成２６年度と平成２５年度の決算額を比較すると、平成２６年度

決算は約５４０万円の増加となる。 

保健事業費は、「特定健康診査」の経費や「医療費通知」の経費で、

将来における医療費の抑制をめざして事業を行っている。 

特定健康診査は、平成２０年度に創設された事業で、当時の自己負

担額は１人２０００円であったが、現在、１人５００円、ワンコイン

と下げて、特定健診の受診率向上を図っている。なお、奈良市の特定

健診期間は、７月から来年１月末までの７か月間である。 

 

次に、歳出の最後、９番、諸支出金について。 

平成２６年度現計予算額４億２２１３万１千円に対し、平成２６年

度決算額３億９０３１万８６１９円で、差引額は、３１８１万円。 

平成２５年度決算額４億４９２８万３０７６円と比較すると、マイ
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ナス５８００万円となり、節減を図った。 

以上、歳出合計で、平成２６年度の現計予算額は、３７８億４８５

３万１千円、平成２６年度決算額は、３７１億４１５１万３７９５円

となる。差引予算残額は、７億７０１万７２０５円となる。 

平成２５年度決算額３６３億３７２６万６５４４円に対し、平成２

６年度決算額は、対前年度約８億円の増額となった。 

枠外の歳入歳出差引額は４０３９万９６１２円となり、平成２７年

度へ全額繰越し。 

単年度の収支としては、歳入歳出差引額４０３９万９６１２円か

ら、平成２６年度の繰越金１３６９万７８６９円と、基金繰入金３億

２０００万円を引くと、単年度収支額では、マイナス２億９３２９万

８２５７円となる。 

３億２千万円の財政調整基金を取り崩すことで黒字になったので、

基金残高は３億７千万円となった。平成２７年度の決算においても赤

字基調であると、基金も底をつくことになりかねない。平成２７年度

は、保険料の料率を改定しないで、今後の事務の効率化と国の財政支

援の拡大策で乗り切ろうと考えているが、今年度の財政運営も大変厳

しい。 

以上、平成２６年度の奈良市国民健康保険特別会計歳入歳出決算

（案）について報告した。 

 

それでは、議案第３号「平成２６年度奈良市国民健康保険特別会計

歳入歳出決算（案）」について、意見・質問はあるか。 

 

歳入、歳出をみていると、保険料は９０％の徴収率と非常に頑張っ

てもらっているが、実際は３億７千万円の減、歳入合計６億６千万円

の減ということで、今後も非常に厳しいが、繰入金というものは潤沢

に続くものか。 

 

繰入金というのは、繰入金の中に、法定繰入金と法定外繰入金があ

り、国は、法定繰入金の拡大を考えている。平成２７年度、料率改定

をせずにすむのも、国が全国で１７００億円を各市町村の国民健康保

険に配付すると言っており、いくらかが奈良市に入ってくると予想

し、平成２６年度と比較して、今年度について約５億円の繰入金の増

加をみて、保険料の値上げをしていない。この１７００億円は、来年

度以降、平成２８年度以降も続くとのこと。さらに、平成２９年度に

は、１７００億円を足した３４００億円を全国１７１７の市町村に配

ると言っているので、極端に保険料の値上げをしないでも平成３０年
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度の都道府県単一化の際には、保険料の適正な値上げをするかどうか

も含めて、一般会計の繰入れが増額されると予想している。 

 

厳しいおり、支出が増える話かもしれないが、この健診事業の一部

負担金を５００円徴収されているが、国保としてトータルでどれくら

いの収入になっているのか。 

 

保健事業自体の歳出は予算で３億ほど持っていて、健診は８０００

円ぐらいの基準額のうち５００円を徴収しているので、実際に医者に

支払う経費は７５００円となっている。資料の１０ページを見ると、

平成２６年度決算額２億１８５４万１千円であり、これが、市が支払

っている特定健診の金額になる。この金額に一人当たりの自己負担額

５００円が足された金額が基準額になる。 

 

ということは、１２分の１ぐらいが自己負担額となるのか。 

 

そうなる。非課税の方もおられるので、その方については、基準額

一人あたり８０００円を奈良市が全額出していることになる。 

 

予算案の中では、どこに入っているのか。 

 

保健事業そのものが、８の保健事業費の予算でいくと３億１千万

円、決算額でいくと２億４７００万円が特定健診事業。一部負担金は

本人が負担しているので、直接医者の収入になっており、国保の予算

化という意味では最終的には載っていない。 

 

前回もお願いしたが、我々現場で健診を行っていると、一部負担金

というのは、特に高齢の方にとっては、非常に受診動機を阻害してい

ると言える。奈良市の健診事業は、以前、無料の時期が長く続き、奈

良市が無料で他の市町村で一部負担金があった時期には、極端に奈良

市の受診率が高かった。なぜこんなに奈良市の方は受診するのかと思

っていたが、やはり一部負担金がなかった。 

財政理由の問題かもしれないが、できれば少しでも自己負担額を下

げることで、受診の動機付けをして、予防をすれば、高額の医療費が

少なくてすむようになり、回りまわってプラスの投資になるのではな

いか。厳しいおりで、自己負担額を減らして、どれくらいの財政負担

になるのかわからないが、全体から占めると割と少ないのではないか

とパーセント的に思うので、また計画を立てるときに配慮いただきた
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い。 

 

貴重なご意見として承りたい。 

次年度予算について市長ヒアリングがあり、特定健診について、市

長から０円にしたらどうかとの話があったが、事務部門としては、２

０００円、１０００円、５００円と下げてきたので、この５００円を

ある程度維持したいという話である。基本的に市長が５００円・ワン

コインで納得しているのは、特定健診という行政施策の中での一種の

サービスをするにあたって、自己負担を残しているというのは、医療

費も同じだが、サービスの対価に対しては、必ず本人負担がいるであ

ろうということだ。非課税世帯は無料になっており、福祉施策として

は良いと思うが、本来この事業を継続していくことについては、何ら

かの自己負担額は残すべきというところでは、市長と今のところ意見

が一致している。先生のお話はよく分かるが、今は５００円を継続し

ていくことになっている。 

あわせて資料の９ページについて。話があった特定健康診査、特定

健診と平成１９年度までやっていた基本健康診査の推移を載せてい

る。私も国保課長になって以来、以前は特定健診率が非常に高かった

が、なぜ国保になって健診率が下がったのかとの質問を議会でも受け

ており、調べて表にした。 

平成１９年度までは、特別会計ではなく一般会計で、一般対策とし

て、４０歳以上の奈良市民全員を対象として基本健康診査をやってい

た。その時の負担額は、平成１９年度最終的には２０００円を取って

おり、生活保護、非課税世帯は無料ということで、健診項目としては、

今とほとんど変わらない。なぜ受診率が高かったのかというと、そこ

に一般対策として施行、社会保険、協会けんぽ、健康保険組合、共済

組合等を含むというのは、いわゆる社会保険の数字を入れると、私ら

も共済組合で、８割から９割の人間が健康診断の際に特定健診という

形で受けるので、非常に率が上がっていく。８割から９割の率になっ

ていく。それを入れ込んで国保と一緒にすると、５６％の５割台に下

がってしまうということで、２０年度から国保だけ、全国健康保険協

会だけ、共済組合だけの数字を出すというようになったことで、国保

だけを取り上げてみると２７から３０％弱となっているが、過去の健

康増進課に聞いてみると、１９年度以前も国保だけで出したことはな

いが、やはり健診率としていえば３割いかなかったのではないかとい

う話もある。努力はしていくが、どこの組織にも属しておられない国

民健康保険の加入者に対してわざわざ医者に行って、特定健診を受け

るのは、非常に困難な部分がある。２０００円の自己負担額を１００
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０円、５００円と下げてきて、今のところ５００円で推移を見てみよ

うということになっているので、もちろん将来において、この自己負

担額をかぎりなく０に近づけていく努力はすべきであり、このような

表を作らせていただいた。 

 

次に議案第４号「その他」について事務局より簡単に説明願う。 

 

資料の１ページについて。 

国民健康保険運営協議会の関係法令を載せている。国保運営協議会

は法律第１１条により組織されている。 

２ページについて。 

国保被保険者数、国保世帯数の加入状況グラフを載せている。 

平成１９年度の国保の被保険者数は１２万人。平成２０年度に後期

高齢者医療保険制度が創設され、７５歳以上の方が全員後期高齢者医

療保険制度に移った結果、３万人減り、９万３７２０人になった。そ

れ以来、微妙に減り、平成２６年度では、９万１１９８人、世帯にす

ると５万４３００世帯、そういう形で今運営している。 

都道府県化されると、この市町村３９市町村で後期高齢者を除いた

方で国保運営をしていくことになる。 

奈良市は、奈良県下全域の４分の１の被保数を持っているので、奈

良県全体でいうと３６万人ぐらいが国保の被保険者ということにな

る。 

３ページについて。 

平成２６年度の決算額をグラフにしている。左側は歳入で国民健康

保険料８２億円と国庫支出金８６億円、予算の組み方としては、保険

料と国庫は同額で組んでいる。５０対５０で組むということになって

いるので、結果としては、国民健康保険料の収納率の問題もあり２

２％、国庫支出金２３％だが、同じぐらいの収入で医療費を支払う、

右側の歳出を見ると、約４分の３が保険給付費になっている。２５２

億円が医療費７割分の支払いとなっている。後期高齢者支援金７５歳

以上の方たちのために保険料に上乗せして取っている分が４８億円、

介護納付金２０億円、これも介護保険料分として上乗せして取ってい

る分が２０億円。本来国保の医療費としている２５２億円の運営をす

ればいいが、これは介護保険と後期高齢者の支援のために国保の中で

保険料をとって支払うようにと法律化されている。 

４ページについて。奈良市国民健康保険特別会計収支表である。 

平成２２年度決算を見ると、歳入歳出形式収支は２億６７９９万３

５８０円の黒字となっている。翌年度は４億７３５１万３４８０円と
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黒字幅を拡大させ、平成２４年度は、５億３０００万円の黒字となっ

たが、平成２５年度にいたっては３８００万円の形式収支の黒字とな

り、今年平成２６年度決算では、単純に歳入歳出を差引きすると、三

角の２億７９６０万３８８円で赤字となる予定だったが、基金を平成

２２年度から積み立ててきたので、１億４０００万、３億９０００万、

６億７０００万、６億９０００万と基金を約７億円持っていた結果、

平成２６年度については、３億２０００万円を取り崩して、保険料の

値上げを阻止するために取り崩して黒字にもっていき、やっと４００

０万円の黒字となったというのが平成２６年度の決算の結果である。 

平成２７年度もこの形でいくと絶対的に赤字ではあるが、保険料の

値上げをしたくないので、できるだけ一般会計の繰入金を増やして保

険料の値上げを阻止し、なんとか平成２７年度も黒字決算にもってい

きたい。ただし年度末が来て、基金の残高が３億７６００万円しかな

い。これを超えてしまうと完全な赤字となってしまう。どこからも補

填してもらえないので、この３億７６００万円の範囲内で乗り切りた

い。 

５ページについて。 

奈良市国民健康保険財政調整基金、いわゆる国保の貯金である。 

平成２３年に初めて１億４０００万円の貯金ができ、決算ごとに２

億５０００万円、２億８０００万円、２５００万円と貯金をしてきて、

約７億円となったが、平成２６年度赤字になりそうなので、３億２０

００万円を取り崩して、今現在は、３億７０００万円の貯金というこ

とになっている。 

６ページについて。 

一般会計繰入金の推移である。 

一般会計の繰入金には、法定繰入金と法定外繰入金がある。 

一番左側を見ていただくと法定と書いてある中に保険基盤安定繰

入金というのがある。これは国民健康保険料を低所得者の方々からは

いただけない保険料を自動減免している。７０％減免、５０％減免、

２０％減免である。その分については、保険基盤安定繰入金として一

般会計の税金で補填することになっている。 

それから、私たちの給与は保険料を当ててはいけないので、職員の

給与は、職員給与費等繰入金をもらっている。 

出産育児一時金等繰入金、出産費用というのは、保険でみる費用で

はない。病気になった時にみるというのが保険という考え方なので、

出産育児という通常分娩に対してのお金は一般会計から出ている。 

また、本来国保の赤字体質に対して国でなんとか赤字を脱却するた

めに繰り入れてくれる金額が財政安定化支援事業繰入金である。 
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基金繰入金が今年平成２６年度決算（案）の下を見ていただくと３

億２０００万円で、初めて基金から取り崩している。 

その他一般会計繰入金というのは、財政当局との調整、市長の考え

方により、国保財政の安定化のために平成２０年度から２億円の繰り

入れをしている。国民健康保険料で２億円を取るというのは、非常に

難しいので相当に助かっている。 

７ページについて。 

料率等、賦課限度額推移である。 

先ほどあったように平成２０年度から８年間保険料の料率を変え

ていない。資産割は廃止しているが、所得割は医療分で８、２％、支

援金分で２％、介護分で２％、均等割は２６４００円、７２００円、

１６２００円、平等割で２４６００円、６０００円、この内、本来の

医療費に使う保険料は医療分、支援金は７５歳以上の方に使うための

保険料、介護分は介護保険を支援するための保険料であり、保険料で

上乗せして取ることになっている。 

右側のほうにマスキングしている部分があるが、８１万円と書いて

いる。これは所得の高い人から賦課限度額を上げて取れる部分になっ

ている。奈良市の国保は、国が決めている施行令の賦課限度額から政

策的に１年遅れで追従して、所得の高い方からもらうことになってい

る。８１万円の右側は８５万円になっているが、国の方は施行令で４

万円あげているので、１年遅れの関係上、政策的な判断はあるが、来

年度予算では賦課限度額を８５万円として４万円値上げする可能性

がある。 

どれぐらいの収入があれば賦課限度額に達するかというと、一人世

帯でいうと、収入額で約１０００万円の方については賦課限度額の８

１万円になってしまう。いわゆる所得の高い人からはそれに応じて保

険料をいただくという考えである。 

８ページについて。 

国民健康保険加入状況と保険料収納状況の推移を載せている。 

マスキングしている平成２６年度（決算案）について、一般・退職

の収納率の計のところは、９０．４８％、現年度の収納率は９０．４

８％、９０％を計で超えたことはなかった。もちろん退職者の計のと

ころは１００％に近いが、一般の方の収納率が低いので、それを相殺

するとなかなか上がってこなかった部分もあるが、平成２０年度の８

５％からすると、１年間に１％ずつ上げてきて、今年は９０％をクリ

アしたということで、今後もできるだけ向上させたい。ただし、低所

得者対策としての分納や面談による保険相談は受けており、国民健康

保険料は強制徴収公債権で差押もできる債権ではあるが、できるだけ
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強権手段を取らずに納得して保険料を納めてもらう努力は続けたい。 

９ページは、特定健康診査（特定健診）及び基本健康診査の推移、

１０ページは、特定健康診査事業、平成２６年度実施の事業内容を載

せている。 

特定健康診査は、法律により４０歳以上７４歳までの方が対象とな

る。自己負担金は基本項目が５００円、非課税世帯は無料となってい

る。ちなみに奈良市以外の１１市は１０００円である。非課税世帯が

無料というのは、奈良市だけしかやっていない。これはある意味では

すすんだことで、他都市はまだまだ追従してこないで１０００円を取

っている。 

次のページについて「特定健診を受けましょう。食べすぎ注意だ

よ。」特定健診の受診率を増やすため色々知恵を絞り、奈良交通バス

の外側に看板を作成するため予算をとり、今現在数百台奈良交通バス

があるが、１２台の外側にだけ「特定健診を受けましょう」という看

板が載っている。このように奈良市の特定健診受診者の増加を考えて

いる。 

１２ページについて、ドメスティックバイオレンス、DV 事案に係

る国民健康保険の取扱いである。 

国民健康保険というのは、住民票の登録のある方がその市町村の国

民健康保険に入るというのが法律事項になっているので、住民票のな

い方は本来国保に入ることはできない。もちろんどこかに住民票があ

るので、住民票のある市町村で国保に入ればよいが、ドメスティック

バイオレンスの場合、暴力を受けたことによって住民票をある市町村

に置いたまま奈良市内に逃げてきた方、保護を求めた方については、

事実上の住所確認をして国民健康保険に入ってもらう。件数として

は、２３年度は３８件、２６年度は１９件ということで、国保として

はできるだけドメスティックバイオレンスの被害者を支援しようと

している。 

１３ページについて。 

奈良県市町村国民健康保険の税率表である。 

日本全国、国民年金保険料というのは月額いくらと決まっていて同

じだが、国民健康保険料も同じだと思っていたという話がよくある。

国民健康保険料は、市町村が決定することができる。割合は法に決ま

っているが、市町村の医療費に応じて、市町村で賦課限度額と料率を

決めることになっている。 

表を見ると、奈良県下の町村では、賦課限度額が今年８５万円にな

っている。医療分でも奈良市が５１万円、町村では５２万円、後期高

齢者支援金では奈良市が１６万円、町村では１７万円、介護分では奈
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良市が１４万円、町村では１６万円。料率がばらばらで比較しにくい

というのが国民健康保険の欠点でもある。 

次のページは厚生労働省が出している各保険者の比較である。市町

村国保は全国の市町村が保険者で、今実際は１７１６団体だが、この

平成２５年度時点では１７１７団体ある中のひとつが奈良市である。 

加入者一人当たりの平均所得は低く、８３万円。協会けんぽは、加

入者一人当たりの平均所得が１３７万円。大きな会社が作っている組

合健保は全国１４３１団体で、今はもっと減っているが、加入者一人

当たり平均所得は２００万円。公務員が入っている共済組合は８５団

体で、公務員の所得は高く、加入者一人当たりの平均所得は２３０万

円。最後に、後期高齢者医療制度関係機関は都道府県に一つあり４７

団体、７５歳以上の方の平均所得は８０万円。日本の全ての医療保険

制度を一つの表にするとこういう形になる。 

最後のページについて、平成３０年度から都道府県が財政運営の責

任主体となり、安定的な財政運営や効率的な事業の確保等のため国保

運営に中心的な役割を担い、制度を安定化させる。都道府県が予算を

作り、国保の運営方針を定めるようになる。同じように市町村にしか

ない国保運営協議会を都道府県にも作る。平成３０年度から都道府県

の国保運営協議会に入ってもらう方がいるかもしれないが、都道府県

の国保運営協議会では、全都道府県単位の予算案と運営方針を審議す

ることになる。 

市町村はというと、地域住民と身近な関係を生かし、資格管理、保

険給付、保険料率の決定、賦課・徴収、保健事業等の地域におけるき

め細かい事業を引き続き担うということになり、結局、保険料の徴収、

保険給付、特定健診、保険料率の決定等は、市町村が行う。ほとんど

市町村の仕事は減らないが、予算は都道府県で決めるので、県から示

された標準保険料率に基づき奈良市で徴収した保険料を、県に納付金

として納める形になると思う。 

今のところ、奈良市では約１００億円の保険料を取らなくてはいけ

ない。都道府県単位化ということで、今奈良県において市町村国保運

営のあり方ワーキンググループが設置され、会議が１か月に１回開催

されている。奈良県保健指導課が主催しており、都市部代表として、

奈良市、大和高田市、御所市、町村部代表として、斑鳩町、三宅町、

河合町、吉野町の国保課長が参加して、平成３０年度に向けて、国保

の保険料率を今話しているところである。ただし、国の方から詳細が

まだ示されていないので、ワーキンググループの中では奈良県として

全国に先がけてどういう風に保険料率を決めていくのか、それから、

考え方としてバラバラの保険料で本当に良いのか、考え方としては奈
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良県内では統一した標準保険料、世帯の状況や所得が同一であれば、

県内のどこに住んでいても同一の保険料を導入すべきではないのか、

そういう考え方でめざして会議に参加しているところである。 

ちなみに、奈良県内の平成２５年度の一人当たりの医療費は、奈良

県全市町村の平均医療費は３２万円である。最高値は上北山村の４５

万円、最低値は下北山村の２６万円となっている。なぜ隣同士で最高、

最低となっているのかよくわからないが、細かくいうと、奈良県の平

均は３１万９千円で、奈良市は３１万７千円、ちょっと平均よりは低

いが、これは県下３９の中では１４番目に低いので、平均より低い優

良保険者と今はなっている。 

標準保険料率をどう設定するかについて、医療費の高いところは保

険料を上げて取るということが普通であり、医療費が平均より低いの

で、それほど上げなくてもいいと思うが、標準保険料率が一定に決ま

った場合はそれに従わざるを得ない。平成３０年度に向けて色々と話

をしており、委員には、再来年度ぐらいに、都道府県単位化に向けて

どのように議論し決まったかを報告することになると思うので、よろ

しくお願いしたい。 

 以上。 

 

 ありがとうございました。 

 議案第４号の「その他」についてなにか意見・質問はあるか。 

 ３０年の国保の都道府県単位化に向けて、新聞記事等では、国から

お金が降ってくるように書かれているが、その財源は大きな企業、健

保組合を持っているような大きい企業や協会けんぽなどの負担が増

えるようなので、被用者保険の代表であるお二人は、何か言っておく

ことはあるか。 

 

 各都道府県で健康保険組合のある企業で健康保険組合という団体

を作り協議している。被用者保険の中で我々のところは被保険者が約

３０００万人、協会けんぽさんも約３５００万人いて、ほとんどが働

いている。もちろん共済組合も９００万人おられ、そういうところの

負担が増えるかというところで、我々消費税を上げるのも仕方ないと

賛成したが、それが上がりかつ我々の保険料も上げなければならない

状況にあるので、どうしたものかと保険者協議会などで話をしてい

る。前期高齢者、後期高齢者の支援金もまだまだ増えていかざるを得

ない、介護保険料も上がっていくという非常に厳しい状況にあるとい

うことで、先ほど１７００億円ということで、組合、協会けんぽ、共

済と合わせて１７００億円ほど調達して、残り１７００億円を後で入
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委員 

 

 

 

 

れてねと、合わせて今３４００億円国保の方が不足しているらしいの

で、そういう形になっていかざるを得ない。応能負担ということで、

払えるところから払わざるを得ないというようなことになっている

が、そもそも医療費をなんとか抑えられないかと我々のところも医療

費を使わないような予防のための保健事業をやっていこうと、そして

薬等はジェネリックをできるだけ早くたくさん使っていこうという

努力をしている。６５歳とか７０歳とか段々歳がいくごとに身体の方

が弱っていくので、６０歳あるいは６５歳から真剣にこういうところ

にも取り組んでいけたらと思う。一つの案として、たとえば６５歳以

上は無料で健診を受けていただくということとか、そういうところか

らしっかりと７５歳、８５歳になっても介護がいらないよう健康に過

ごしていただけたらという風に思っている。以上。 

 

 ありがとうございます。 

 

 介護保険等について、被用者保険の方々と同じ立場で、国民健康保

険料の中に介護保険料分を取って払わなければならない非常につら

い部分もあるが、それ以外に先ほど言ったように前期高齢者のお金は

健保組合や協会けんぽからお金の大部分をいただいてやっと国保、奈

良市は約１００億円いただいているので、非常に感謝しているところ

で、今後ともお金の拠出の方はよろしくお願いしたいと思う。 

 

皆さん費用のお話で、だれがどれだけ負担するのかということで、

皆保険制度という名のもとに様々な保険者が助け合いの形になって

いるかと思うが、一つ言えるのは、その結果日本は長寿大国になった

ということ。健康寿命も非常に長い。費用の負担が不公平であるとか

議論をしないといけない課題もまだまだたくさんあるが、結果として

非常に住みやすく、病院にもかかりやすい現状というのは素晴らしい

かなと思っている。儲けている方が払ったらいいと思う。 

 

ありがとうございます。 

他にあるか。 

 

先ほど保険者の方からも一部負担金を減らして受診率を上げたら

どうかという心強い、医療を供給する側からもそういう考えがあると

いうのを聞かしていただいて、非常にうれしかった。今度はお願いじ

ゃなくて、ちょっと教えていただきたい。無保険者というか、けっこ

う若い方で保険に入っていない状態で受診に来る人がいる。今無保険
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だが病気を持っておられるので一度国民健康保険課に相談したらど

うか、保険料を払ったらすぐに保険での診療ができるかもしれないと

いうようなことを考える。勉強不足かもしれないが、市の方ではどの

ように指導しているのか。 

 

もちろん無保険者というのは、法的には無いので社会保険以外の方

は市町村の国民健康保険の保険者であるという前提で、ただ申請をさ

れていないだけということ。ご相談があれば国保に入っていただき保

険証を発行している。奈良市はしている。 

 

例えば手続きを行ったらすぐに受診することができるか。 

 

できる。 

 

介護保険法などでは規制があるはず。今まで払ってなかった人の場

合は受けられないから遡っていくらとか、介護保険法では保険料を納

付していなかった人へのペナルティーが記載されていたと思う。国保

の場合そういったことはないのか。 

 

保険料をいただくということと保険証を発行して医療機関にかか

れるというのは、ある意味別に考えており、もちろんその方は２年以

上、国保は保険料の時効が２年なので、たとえば５年前から無保険で

あったという場合、２年前からの保険料はいただくという請求はす

る。ただ保険証は出すので、それはそれで医療機関にかかられたらい

いという考え。保険料は保険料で別に滞納者に陥る可能性はあるとし

てもちゃんと請求して、督促を出して最終的には資格証明書のような

形になる可能性はあるが、医療にかかる権利を制限するというような

ことはない。 

 

他にあるか 

ないようなので、これで本日の案件がすべて終了した。 

これをもって、第１４５回奈良市国民健康保険運営協議会を閉会さ

せていただく。ありがとうございました。 

 

 

資 料 

【資料１】国民健康保険運営協議会関係法令 

【資料２】国保被保険者数、国保世帯数の加入状況グラフ 

【資料３】平成２６年度奈良市国民健康保険特別会計決算額（案）グ
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ラフ 

【資料４】奈良市国民健康保険特別会計収支表 

【資料５】奈良市国民健康保険財政調整基金 

【資料６】一般会計繰入金推移 

【資料７】料金等・賦課限度額推移 

【資料８】国保加入状況・保険料収納状況推移 

【資料９】特定健康診査（特定健診）及び基本健康診査の推移 

【資料 10】特定健康診査事業（平成２６年度） 

【資料 11】特定健診バス看板（平成２７年度） 

【資料 12】その他（ＤＶ事案に係る国民健康保険の取扱い） 

【資料 13】奈良県市町村国民健康保険（料）税率表（Ｈ２６～Ｈ２７） 

 参 考 各保険者の比較（厚生労働省） 

参 考 国民健康保険の改革による制度の安定化（運営の在り方の

見直し） 

 

 

 

    


